
令和６年度 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 活用状況報告 ［令和６年度事業完了時点］

物価⾼騰対応重点⽀援地⽅創⽣臨時交付⾦は、エネルギー・⾷料品価格等の物価⾼騰の影響を受けた⽣活者や事業者への⽀援として、地⽅公共団体が地域の実情に応じてきめ細やかに必要な事業
を実施することができる交付⾦として、国において創設されました。
本市では、令和６年度分の交付対象経費として、約４９．２億円の交付決定を受けて、２つの分野で１７の事業を実施いたしましたので、令和６年度実施計画に計上した事業について、実施状況

と効果検証の結果を公表いたします。
なお、今回公表する事業には、令和５年度から令和６年度にかけて実施した繰越事業及び令和６年度から令和７年度にかけて実施した繰越事業の実績を含みますのでご承知おきください。

令和６年度の交付状況

交付限度額（千円）区 分

２３６，０６０低所得者⽀援枠（給付費・事務費）

３，０６７，７８９給付⾦・定額減税⼀体⽀援枠（給付費・事務費）

６，６００給付⽀援サービス枠

８８８，８２４推奨事業メニュー枠

１，５２８，０２４低所得世帯⽀援枠及び不⾜額給付分の⼀体⽀援枠（給付費・事務費）

５，７２７，２９７合 計

（１）交付限度額（区分ごと）
交付⾦の区分ごとの、令和６年度の交付限度額は以下のとおりです。

⾦額（千円）

４，９１５，６１７交付決定額

４，８８７，６０１交付対象経費額（活⽤額）

２８，０１６超過交付返還予定額・不⽤額など

（２）交付決定額・活⽤額など
令和６年度における交付決定額及び内訳（活⽤額等）は以下のとおりです。

交付限度額（約57.3億円）と、交付決定額（約49.2億円）との差額については、
本省繰越の⼿続きを⾏い、令和７年度実施事業分として活⽤しています。

交付金の活用状況

本市では、どのような分野に交付⾦を活⽤したのかをわかりやすく説明するため、以下の２つ
の分野に事業を分けて整理しています。
また、各事業について、どのような効果があったのかを検証するため、個別の事業について、

別紙で事業実績や成果を評価しています。

充当率交付⾦充当額（千円）総事業費（千円）事業数事業種別
９９％８，２８６，８６１８，３７０，００４１１１ ⽣活者⽀援
９８％１００，５３１１０２，３１７６２ 事業者⽀援
９９％８，３８７，３９２８，４７２，３２２１７合 計

※各数値は、表⽰単位未満を四捨五⼊しているため、合計と⼀致しない場合があります。

⽣活者⽀援, 

98.79%

事業者⽀援, 

1.21%

総事業費の割合 交付⾦充当額の割合 交付⾦充当額（交付⾦区分別）

低所得者⽀援枠, 

29.45%

定額減税一体支援枠, 
38.24%

給付⽀援サービス枠
0.07%

推奨事業メニュー枠
4.12%

不足額給付一体

支援枠
28.14%

⽣活者⽀援, 

98.80%

事業者⽀援, 

1.20%

事業名称別紙事業No.事業種別
令和５年度川越市物価⾼騰重点⽀援給付⾦（追加分）
物価⾼騰重点⽀援給付⾦給付事業（調整給付等）
こども加算給付⾦給付事業
物価⾼騰重点⽀援給付⾦給付事業
認可外保育施設における給⾷⾷材費等⾼騰対策
⺠間保育所等における給⾷⾷材費等⾼騰対策
公⽴保育所における給⾷⾷材費等⾼騰対策
省エネ家電買い換え促進
学校給⾷における給⾷⾷材費等⾼騰対策
⼩学校・中学校施設管理事業（エネルギー価格⾼騰対応）

No.1〜11１ ⽣活者⽀援

公共交通事業者乗務員確保・育成⽀援⾦
公共交通事業者事業継続⽀援⾦
ＬＥＤ照明設備導⼊⽀援
置き配バッグ無料配布（当初分・追加分）
商店街街路灯のＬＥＤ化等⽀援

No.12〜17２ 事業者⽀援

＜実施事業⼀覧＞


